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は じ め に 
 
皆様には日頃から栃木県産業技術センターの業務運営に対し、御理解と御支援をいただ

き、心から感謝申し上げます。 

カーボンニュートラルの実現に向けて、国内のあらゆる産業において、脱炭素に資する

取組が求められております。地域のものづくり中小企業においても、自動車等の電動化へ

の対応や新素材の活用等による脱炭素化が喫緊の課題となっております。 

このような状況の下、当センターでは、県内ものづくり企業の自動車等の電動化への対

応等を支援するため、試作品の作製手法を実践的に習得し、次世代自動車等の製品開発に

おける技術力向上を図る「試作品開発ワークショップ」を開催することとしました。モデ

ルデータの取得から試作品の評価までの一連のプロセスで必要となる技術支援を通じ、企

業の競争力強化を促進して参ります。 

また、金属と樹脂等の異種材料を組み合わせ、軽量・高強度な部品等を実現するマルチ

マテリアル化技術の活用促進、支援機能の強化を図るため、当センター本所に「スマート

マルチマテリアル化支援拠点」を整備し、この４月から供用を開始しました。県内企業に

おける試作開発や物性評価、デジタル技術を活用した企業人材の育成を支援し、地域産業

の更なる活性化を図っていきます。 

こうした企業支援においては、先端技術を有する大学等との連携は重要と考えておりま

す。このため、当センターは、国立大学法人宇都宮大学との連携協定（令和４年９月 29日

締結）に基づき、研究開発や人材育成、人材交流等に関し緊密な連携を図り、地域産業の

課題に適切に対応し、地域産業の振興及び発展に寄与して参ります。 

さて、当センターは、平成 15 年４月に６つの工業試験研究機関を再編し、本所・４技術

支援センター体制の“栃木県産業技術センター”としてスタートしてから、令和５年４月

で 20 周年を迎えることができました。これまで御利用いただきました皆様には、改めて御

礼申し上げます。今後も、本所及び各支援センターが一体となり、各種支援業務を展開し

て参りますので、これからもお気軽に御来所・御相談くださいますようお願い申し上げま

す。 

 

令和 5（2023）年 4月 

栃木県産業技術センター所長
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１ 事 業 の 体 系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技術情報の収集・提供 ア ペーパーレスニュースの配信 

イ Web サイトの運営 

ウ 研究報告・業務報告等の発行 

エ 産業施策・特許情報等の提供 

オ 技術情報等に関する図書 

カ 研究成果発表会の開催 

ア 技術情報等交換会 
イ 重点プロジェクト関係研究部会 

エ 企業訪問調査 

オ 大学等研究室訪問 

ア 技術者研修 

ウ 受託研究 

研究開発 ア 共同研究 

技術相談 ア 技術相談 

カ 脱炭素化社会実現技術研究会事業 

イ 技術講習会 

エ ものづくり企業技術力強化事業 

イ 重点研究 

イ 技術デリバリー事業 

イ 客員高度技術者招へい 

ア 脱炭素化技術開発等支援会議 

技術交流・連携 

キ スマートものづくり研究会事業 

支援基盤の強化 

イ ものづくり産業躍進プロジェクト推進事業 

ウ フードバレーとちぎ推進事業 

重点施策等関連事業 

ク 産業技術支援拠点強化事業 

施設・機器利用、依頼試験 

ケ 結城紬一貫生産工程研修事業 

キ 栃木県試験研究機関連絡協議会 

ア 職員の研修等 

ア 施設・機器の開放 

ウ マイクロテクノロジーラボ 

イ 依頼試験 

エ 産業技術支援拠点 

コ 標準化活用支援パートナーシップ制度 

ク 広域首都圏輸出製品技術支援センター 

ケ 北関東デジタルものづくりネットワーク 

ウ 研究開発のコーディネート 

カ 産学官連携事業等 
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エ 他機関との連携 

オ 産業技術センター運営会議 

ウ 機器取扱研修 

カ 企画調整会議 

ウ 試験研究機器、図書の整備・維持 

エ 技術研修生・技術研究員受入 

オ 伝習生・研究生受入等による後継者育成 

オ クレイドルラボ 

発明・創意工夫の奨励 ア 栃木県発明展覧会及び児童生徒発明工夫展覧会 

イ 栃木県創意工夫功労者賞 

エ 経常研究 

人材育成 

オ 試作品開発ワークショップ事業 
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２ 事 業 の 展 開 

(1) 施設・機器利用、依頼試験 
中小企業者等が取り組む研究開発や製品の生産工程等で生じる技術的課題の解決を支援するため、試験

研究機器の開放及び依頼試験を実施する。 

ア 施設・機器の開放 

新技術・新製品開発、技術の高度化、製品の品質向上等に取り組む中小企業者等を支援するため、必

要とされる施設、試験研究機器を開放する。 

(ｱ) 開放施設：（本所）多目的ホール、大型・小型電波暗室、シールドルーム、高周波応用試験室、 

半無響室、食品試作室、食品原料前処理室、食品官能試験室、 

食品官能試験室（個室型） 

（県南技術支援センター）多目的ルーム 

（窯業技術支援センター）多目的ルーム 

(ｲ) 開放機器： 加工、測定、分析、試験等の機器  ３８１機種 
 

開 放 機 器 の 区 分 
開  放  機  器  数 

 
本 所 
(宇都宮市) 

繊 維 
(足利市) 

県 南 
(佐野市) 

紬織物 
(小山市) 

窯 業 
(益子町) 

１ 機械加工機器類 74 19 16 11 6 22 

２ 材料処理機器類 54 35 12 2 1 4 

３ 物性試験機器類 84 52 12 14 2 4 

４ 寸法・形状測定機器、表面観察機器類 41 29 3 7 1 1 

５ 電磁気特性測定機器類 19 19 0 0 0 0 

６ 分析機器類 61 45 4 5 1 6 

７ 環境試験機器類 13 10 2 1 0 0 

８ 設計・デザイン支援機器類 12  7 4 0 1 0 

９ その他 23 19 0 1 0 3 

合  計 381 235 53 41 12 40 

※繊維、県南、紬織物、窯業は技術支援センターを表す。 
 

イ 依頼試験 

企業等からの依頼を受け、商取引や製造現場で発生している課題解決、品質管理、技術開発等に必要

な、製品や原材料等に関する各種物性試験、測定、成分分析等の試験を実施する。 

ウ マイクロテクノロジーラボ 

航空機産業関連企業等の技術高度化を支援するため、当センター内に開設したマイクロテクノロジー

ラボに整備した機器により、「加工・造形」、「寸法・形状測定」、「物理試験・信頼性検査」、「化

学分析・観察」の４つの機能を提供する。 

エ 産業技術支援拠点 

県内関連産業の活性化、生産性向上及び人材育成等を支援するため、以下の９拠点の機能を提供する。 

(ｱ)スマートマルチマテリアル化支援拠点 

  軽量・高強度部品等の試作や物性評価及びデジタル技術を活用した人材育成や技術開発が可能 

(ｲ)ものづくり企業の試作開発・生産工程変革支援拠点 

  迅速な試作品の製作、最適加工条件の探索、AI・IoT 等の技術利用・検証等が可能 

(ｳ)高精度計測支援拠点 

清浄度を高めた恒温恒湿環境において、精密部品等の形状を精緻に測定・評価が可能 

(ｴ)機能性材料等分析評価支援拠点 

製品等の機能性向上のための、材料の前処理や分析・評価等が可能 

(ｵ)結城紬一貫生産支援拠点 

結城紬の全工程を通した一貫生産が担える人材育成や新商品開発が可能 

(ｶ)電磁感受性評価支援拠点 

  26MHz～6GHz の帯域での放射イミュニティ試験、静電気などの耐ノイズ試験が可能 
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(ｷ)デジタルものづくり解析・評価支援拠点  

9kHz～18GHz の帯域での電磁波ノイズ測定、シミュレーションによる電子回路基板の設計段階での 

チェック、各種機器の作動音の測定等が可能 

(ｸ)食品試作開発支援拠点 

新商品開発や既存製品の品質向上のための、試作品加工、製品の分析・評価等が可能 

市場調査を目的とした試験販売等を行う食品製造が可能 

(ｹ)窯業技術支援センター「とちぎの器交流館」 

   窯業原材料の加工・調製、試作品の制作、窯業原材料や試作品の分析・評価が可能 

オ クレイドルラボ 

当センターと共同研究を実施する企業等を対象に、試験機器の持ち込みによる共同実験や試作機の製

作等が行える実験室（クレイドルラボ）を提供する。 

入室の優先順位は、(ｱ)「ものづくり企業技術力強化事業」のフロンティア企業、(ｲ)とちぎ産業交流

センターのインキュベート施設入居企業、(ｳ)その他である。 

○ クレイドルラボ：4 室（50 ㎡、40 ㎡、40 ㎡※、34 ㎡※） 

※ 2 室（40 ㎡、34 ㎡）については、放射線測定に利用しているため開放しておりません。 
 

(2) 研究開発 
本県産業の競争力強化と地域経済の活性化を図るため、戦略3産業（自動車産業、航空宇宙産業、医療福

祉機器産業）、未来 3 技術（AI・IoT・ロボット技術、光学技術、環境・新素材技術）及び食品関連産業分

野を中心に、企業ニーズ、社会ニーズに即した研究に取り組み、その成果の技術移転・普及を目指す。ま

た、意欲的な中小企業や大学等との共同研究を重点的に実施するとともに、研究交流や個々の企業ニーズ

に直接的に応えるための受託研究を推進する。加えて、国の補助事業、財団等の産業振興を目的とした助

成事業など、外部資金を獲得・活用し、研究の実施に当たる。 

研究課題は、企業ニーズ、社会ニーズを基に当センターが独自に設定する他、意欲的な中小企業の取組

を支援するため、企業等からの要望や公募により選定する。 

研究計画及び研究結果については、「内部推進委員会」で評価するとともに、公正な立場の外部有識者

による「外部推進委員会」により客観的、総合的な評価を行う。 
 

研究課題数一覧（令和 5 年 3 月現在見込） 

研 究 区 分 

研 究 課 題 数 

全体計 

本所(宇都宮市) 
繊 維 
(足利市) 

県 南 
(佐野市) 

紬織物 
(小山市) 

窯 業 
(益子町) 本所計 

機 械 

電 子 
材 料 食 品 

共同研究 6 6 3 2 1 0 0 0 0 

重点研究 1 0 0 0 0 0 1 0 0 

受託研究 1 1 0 0 1 0 0 0 0 

経常研究 11 6 5 0 1 1 2 1 1 

合  計 19 13 8 2 3 1 3 1 1 

 
 

ア 共同研究 

産学官それぞれの得意分野を生かした協力、分担による産学官、学官、産官による共同研究。年度当

初から実施する6課題の他に、企業ニーズ等に迅速に対応するため、年間を通じて企業等から共同研究の

申込みを受け付け、内容評価の上、実施する。 

№ 研究題目 概        要 担当部署（期間） 

1 

チタン合金のエンドミル加

工における MQL 供給システ

ムの開発（注 1） 

オイルミストブロー条件と工具摩耗の関係を調査し、ノズル距離

120mm 以上でオイルミスト効果が得られる MQL 供給システムを開発

する。 

機械電子技術部 

(R5) 

2 

酸化セリウムナノ粒子分散

ゼオライトを用いた透明樹

脂用紫外線遮蔽材の開発

（注 1） 

酸化セリウムナノ粒子分散ゼオライトを粉砕により 200nm 以下に微

粒子化し、紫外線吸収性、酸化触媒活性について評価する。 

材料技術部 

(R5) 

3 

原料改質による米粉製品の

老化抑制技術の開発（注

2） 

二軸エクストルーダーにより低分子化した米資材を米粉製品の原料

に配合することで、澱粉の老化を抑制する技術を開発する。 

食品技術部 

(R5) 
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№ 研究題目 概        要 担当部署（期間） 

4 
目視検査のエビデンス取得

に関する研究 

目視検査をデジタル化し、判断根拠を含め記録するシステムを構築

する。検査品質、信頼性向上だけでなく作業環境改善も図る。 

機械電子技術部 

(R5) 

5 
超小型衛星の評価試験に関

する研究 

超小型衛星（キューブサット）の評価試験を行い、当センターの設

備・装置類における衛星の評価手法としてまとめる。 

機械電子技術部 

(R5) 

6 

自動車の衝突防止センシン

グデバイス（ミリ波レーダ

ー）向けの超高性能な銅張

積層基板の開発（注 3） 

PTFE 発泡体と銅配線間を接着剤レスで接着した、自動車の衝突防止

センシングデバイス向け銅張積層基板を開発する。 

材料技術部 

(R4～R5) 

 

 

イ 重点研究 

研究成果を広く産業界に技術移転・普及するため、当センターが単独で重点的に行う研究。今年度は、

以下の 1 課題に取り組む。 

№ 研究題目 概        要 担当部署（期間） 

1 

高圧水素用ステンレス鋼の

ドリル加工におけるばり抑

制手法の開発 

高圧水素用ステンレス鋼のドリル加工において、穴の出口ばりを抑

制するための加工条件を検討する。 

県南技術支援センター 

(R5) 

 

ウ 受託研究 

自社だけでは解決が困難な新技術・新製品の開発課題や生産活動上の課題等について中小企業等から

委託を受けて実施する研究。今年度は、以下の 1 課題に取り組む。 

№ 研究題目 概        要 担当部署（期間） 

1 

シイタケの味・香り・食感

の分析方法の確立とおいし

さの見える化 

委託者開発品種の生鮮および乾シイタケ調理加工品のおいしさ評価

方法を確立するとともに、その特徴を見える化する。 

食品技術部 

(R5) 

 

エ 経常研究 

県内産業界の生産現場における課題解決等を支援するため研究員が自ら発案して経常的に取り組む研

究。今年度は、以下の 11 課題に取り組む。 

№ 研究題目 概        要 担当部署（期間） 

1 

立壁切削加工における AE

センサを用いた工具欠損状

態監視 

立壁切削加工等に見られる同時切削刃数が複数の加工において、AE

センサで取得したデータから、工具欠損状態を推定する手法を開発

する。 

機械電子技術部 

(R5) 

2 
AE センサを用いた研削加

工状態の推定 

研削加工状態によるAEへの影響を明らかにし、研削加工状態を推定

する。 

機械電子技術部 

(R5) 

3 
切削加工音による工具摩耗

状態の推定に関する研究 

切削加工時に集音機器で取得したデータから、工具摩耗状態を推定

する手法を開発する。 

機械電子技術部 

(R5) 

4 
樹脂 3D プリンタ造形物の

表面仕上げ技術の開発 

樹脂3Dプリンタ造形物の表面粗さを改善するための方法を検討し、

仕上げ加工の効果を確認することで企業支援につなげる。 

機械電子技術部 

(R5) 

5 
三次元測定機の測定方向に

よる測定値の変動について 

三次元測定機においてスケールと平行な方向と 2 スケールを用いる

測定方向で測定し指示誤差や形状に影響を及ぼすか調査を行う。 

機械電子技術部 

(R5) 

6 
栃木県産日本酒の酒質に関

する研究 

「とちぎの酒」の特徴を把握し香味の再現性を高めるため、麹分析

等を通じて県産日本酒の酒質とブランド力の向上に資する。 

食品技術部 

(R5) 

7 
ポリ乳酸繊維の捺染条件に

関する研究 

ポリ乳酸繊維にスクリーン及びインクジェット捺染を行い、発色性

や生地の強度低下を調べ、ポリ乳酸繊維に適した捺染条件を見出

す。 

繊維技術支援センター 

(R5) 

(注 1)重点振興産業分野共同研究               (注 2)フードバレーとちぎ重点共同研究 

(注 3)オープンイノベーションプロジェクト支援補助金 
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№ 研究題目 概        要 担当部署（期間） 

8 
プラスチックへの銀導電膜

作製に関する研究 

熱プレスを用いた簡便な方法による、プラスチック基板への銀導電

膜作製手法を開発する。 

県南技術支援センター 

(R5) 

9 
リサイクル樹脂を用いた抗

菌性樹脂の開発 

リサイクル樹脂に焼成ドロマイトを充填したコンポジットから、抗

菌活性を有するシートの作製条件を確立する。 

県南技術支援センター 

(R5) 

10 
引き揃え糸による緯絣地の

開発 

緯糸用の引き揃え糸の絣加工技術開発に取り組み、絣加工や製織条

件の検討、帯の試作開発を行う。 

紬織物技術支援センター 

(R5) 

11 
県内産原料を用いた耐熱土

及び耐熱釉薬の試作開発 

県内産原料を用いたリチア系及び非晶質シリカ系の耐熱粘土及び釉

薬を試作開発する。 

窯業技術支援センター 

(R4～R5) 

 

(3) 技術相談 

中小企業者等が取り組む研究開発や製品の生産工程、海外展開等で生じる技術的課題の解決を支援する

ため、技術相談を実施する。 

ア 技術相談 

製品・技術開発過程、生産工程等で生じる技術的課題に関する企業からの相談に応じ、原因の推察や

最適な手法の提案などを通して課題解決を支援する。 

来所、電話、Web サイトからの電子メール等による技術相談の他、Web 会議ツールを用いたリモートに

よる技術相談にも対応する。  

・Web サイトアドレス（URL） https://iri.pref.tochigi.lg.jp/ 

・E-mail アドレス sangise-sougou@pref.tochigi.lg.jp 

イ 技術デリバリー事業 

新技術・新製品開発に取り組んでいる県内中小企業等の要望に応じ、当センター研究員を研究施設や

生産現場に派遣し、課題解決を支援する。 

・派遣期間 48 日以内 

・派遣費用 1 日当たり 2,000 円（所定の条件を満たす企業は無料） 

 

(4) 技術交流・連携 
(公財)栃木県産業振興センターをはじめとする産業支援機関や大学等との交流を通じて情報提供を図る

とともに、産学官連携を促進することにより、中小企業等の新技術・新製品開発や新分野進出を支援する。 

ア 技術情報等交換会 

企業等と当センターにより、業界の現状、技術動向、当センターの事業計画・運営等に関する意見交

換や情報共有等を行い（6～7 月を予定）、ニーズに対応した事業展開に繋げ、関連企業・業界の技術高

度化・振興を支援する。 

技術情報等交換会名 担当部署 

機械電子関係技術情報等交換会 機械電子技術部 

材料関係技術情報等交換会 材料技術部 

食品関係技術情報等交換会 食品技術部 

繊維関係技術情報等交換会 繊維技術支援センター 

県南地域関係技術情報等交換会 県南技術支援センター 

紬織物関係技術情報等交換会 紬織物技術支援センター 

窯業関係技術情報等交換会 窯業技術支援センター 
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イ 重点プロジェクト関係研究部会 

県の重点施策として実施する次のプロジェクトにおいて、協議会会員企業の研究開発促進を目的とし

た研究部会を開催し、企業の技術力向上や新商品開発を支援する。 
○フードバレーとちぎ推進事業 

 高機能・高付加価値食品開発研究部会 

 ・おいしさの見える化分科会 

・品質保持技術分科会 

ウ 研究開発のコーディネート 

新技術・新製品開発等を実施する上で中小企業者等に不足している技術や開発力を補い、研究開発を

支援するため、企業と当センター、企業と大学、企業間の共同研究等をコーディネートする。 

エ 企業訪問調査 

企業の技術動向や技術課題の把握を目的とした企業訪問調査を行い、その課題に対する技術支援を実

施するとともに、当センター若手研究者の育成を図る。訪問調査によって得られた情報は、研究テーマ

の設定や共同研究実施の検討資料とする。 

主な対象業種 
企業数 

(社) 

日 数 

（日） 
担当部署 

全 般 86 45 技術交流部 

機 械 85 45 

機械電子技術部 金 属 40 20 

電 子 53 40 

化 学 工 業 93 47 
材料技術部 

木 材 ・ 家 具 10 5 

食 品 製 造 業 140 70 食品技術部 

繊 維 70 35 繊維技術支援センター 

プ ラ ス チ ッ ク 成 形 41 21 

県南技術支援センター 石 灰 ・ 砕 石 等 30 15 

機 械 金 属 55 25 

紬 織 物 関 連 業 界 27 15 紬織物技術支援センター 

陶 磁 器 製 造 業 27 18 窯業技術支援センター 

計 757 401  

 

オ 大学等研究室訪問 

大学等研究機関と当センターとの交流及び技術シーズ調査を目的とした「大学等研究室訪問」を実施

し、「企業訪問調査」で把握した技術ニーズを踏まえ、企業と大学の橋渡しや産学官共同研究等のテー

マ設定等、当センターの各種事業に活用する。 

カ 産学官連携事業等 

産業技術連携推進会議の各部会等に参加し、（国研）産業技術総合研究所や（国研）農業・食品産業

技術総合研究機構、並びに他県の公設試との協力体制を強化するとともに、宇都宮大学との連携協定

（令和 4 年 9 月 29 日締結）に基づき、コラボレーションフェアやオープンラボへの相互出展など各種事

業を推進するほか、県内各大学等の連携担当等との交流を通し、産学官の連携を促進する（開催時期、

場所は予定）。 

会議名 開催時期 開催場所 

第 64 回産業技術連携推進会議総会 令和 6 年 02 月 東京都 

産業技術連携推進会議 関東甲信越静地域部会総会 令和 5 年 10 月 東京都 

関東甲信越静地域部会 企画調整分科会 未定 未定 

関東甲信越静地域部会 関東技術交流分科会 未定 未定 

第 59 回関東甲信越地区食品醸造研究会 未定 群馬県 

ライフサイエンス部会 バイオテクノロジー分科会 第 21 回 LS-BT 合同研究発表会 令和 5 年 06 月 茨城県 
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会議名 開催時期 開催場所 

ナノテクノロジー・材料部会 繊維分科会 令和 5 年 06 月 群馬県 

ナノテクノロジー・材料部会 繊維分科会 繊維技術研究会 令和 5 年 10 月 静岡県 

ナノテクノロジー・材料部会 繊維分科会 関東・東北地域連絡会 令和 5 年 05 月 群馬県 

ナノテクノロジー・材料部会 高分子分科会 令和 5 年 11 月 滋賀県 

ナノテクノロジー・材料部会 セラミックス分科会 第 70 回総会 未定 福井県 

ナノテクノロジー・材料部会 セラミックス分科会 第 54 回デザイン担当者会議 未定 未定 

ナノテクノロジー・材料部会 セラミックス分科会 第 58 回セラミックス技術担当者会議 未定 愛知県 

製造プロセス部会 第 29 回表面技術分科会 令和 5 年 10 月 和歌山県 

製造プロセス部会 IoT ものづくり分科会 令和 5 年 11 月 福岡県 

知的基盤部会 電磁環境分科会及びＥＭＣ研究会 未定 岐阜県 

知的基盤部会 分析分科会 令和 5 年 12 月 鳥取県 

知的基盤部会 計測分科会 令和 5 年 12 月 福井県 

製造プロセス部会 精密微細加工分科会 積層造形研究会 令和 5 年 11 月 長野県 

 

キ 栃木県試験研究機関連絡協議会 
県の７試験研究機関相互の技術交流・意見交換及び横断的共同研究の円滑な推進を図り、科学技術振

興に資することを目的とする標記協議会の事務局を担当し、関係機関と連携して各種事業を実施する。 

【協議会構成機関】 

(ｱ)林業センター (ｲ)保健環境センター (ｳ)産業技術センター (ｴ)水産試験場 (ｵ)農業試験場 

(ｶ)県央家畜保健衛生所 (ｷ)畜産酪農研究センター 

【協議会事業】 

交流会、横断的共同研究、会報「テックゲノッセ」の発行 
 

ク 広域首都圏輸出製品技術支援センター（MTEP） 

中小企業の海外展開を支援するため、1 都 10 県 1 市の公設試験研究機関が連携して国際規格や海外の

製品規格についての相談や情報提供、海外の製品規格に適合した評価試験などの技術支援を行う。 

【構成機関】 

（地独）東京都立産業技術研究センター、茨城県産業技術イノベーションセンター、 

栃木県産業技術センター、群馬県立産業技術センター、埼玉県産業技術総合センター、 

千葉県産業支援技術研究所、（地独）神奈川県立産業技術総合研究所、新潟県工業技術総合研究所、 

山梨県産業技術センター、長野県工業技術総合センター、静岡県工業技術研究所、 

横浜市工業技術支援センター 

【サービス内容】 

(ｱ) 専門相談員による技術相談、(ｲ) 海外規格適合性評価試験サービス 
 

ケ 北関東デジタルものづくりネットワーク 
茨城・栃木・群馬の北関東３県の公設試、企業、大学等高等教育機関、金融機関、産業支援機関から

なる「北関東デジタルものづくり※ネットワーク」による技術相談、試作開発支援、機器の開放、研究会、

セミナー、技術者研修等の事業を通して、域内中小企業へのデジタルものづくりの導入と、当該技術を

活用した生産性向上等を支援する。 
 

※デジタルものづくり：製品の試作開発サイクルにおいて、3DCAD、3D スキャナ、3D プリンタ等による三次元のデジタルデータ

を利用してものづくりを行う手法。 

 

コ 標準化活用支援パートナーシップ制度 

一般財団法人日本規格協会と連携し、自社の技術・製品が市場で際立つような製品仕様や試験方法な

どの標準化（JIS 化、ISO 化）を支援する。  
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(5) 人材育成 
中小企業等の人的資源としての技術者の育成を図るため、企業の個別の要望・レベルに応じた生産工程

の高度化や研究開発に必要な技術の研修、並びに主に技術部門の担当者を対象として、新たな技術や話題

となっている技術の講習会等を実施する。 

ア 技術者研修 

優秀な技術者の育成を図るため、中小企業者又はその従業員等を対象に、専門的な知識・技術に関す

る研修を講義と実習を交えて実施する。 

 

No. テ ー マ 内       容 
開催 

時期 
担当部署 

1 表面粗さ測定の基礎 

表面粗さ測定の原理や規格に関する講義及び

触針式・非接触式粗さ測定器を用いた実習を

通して、表面粗さ測定の基礎を習得する。 

7 月 

機械電子技術部 

2 
走査型電子顕微鏡による金属材料の観察

・元素分析と試料作製のノウハウ 

走査型電子顕微鏡を使いこなすための目的に

応じた試料作製法、観察技術及び元素分析手

法を講義と実習により習得する。 

11 月 

3 温度環境下における材料試験について 

温度環境下における樹脂やゴムなどの高分子

材料及び接着剤の材料試験法を講義と実習に

より習得する。 

7 月 

材料技術部 

4 
ナノインデンターによる微小領域の機械

特性評価 

薄膜や材料の微小領域における硬さ・弾性率

の評価に用いるナノインデンターの基本原理

及び各種材料（金属、薄膜、高分子等）の評

価事例を講義で学び、その測定・解析方法を

実習により習得する。 

9 月 

5 HACCP をサポートする加熱殺菌技術 

食品の加熱殺菌及び微生物制御の基礎知識

と、品質と安全を両立させた最適な加熱殺菌

技術を講義と実習により習得する。 

6 月 食品技術部 

6 
繊維の表示に関する基礎知識と品質評価

試験 

繊維製品の組成表示や取扱い絵表示等の品質

表示について講義で学び、物性試験や堅ろう

度試験等の品質評価試験法を実習により習得

する。 

10 月 繊維技術支援センター 

7 
フーリエ変換赤外分光光度計による樹脂

材料分析技術 

フーリエ変換赤外分光光度計の原理を講義で

学び、各種樹脂材料の測定実習を通して、サ

ンプル調製及び測定方法を習得する。 

9 月 県南技術支援センター 
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イ 技術講習会 

中小企業等への情報提供と企業の人材育成を支援するため、各技術分野の課題や話題をテーマとして

取り上げ、外部の専門講師による講習会を実施する。 

 

No. テ ー マ 内       容 
開催 

時期 
担当部署 

1 DX とリスキルの必要性 

AI・IoT 等のデジタル技術を活用した生産性向

上や新たな価値の創出が求められる中、今いる

人材を“デジタル人材”に育てあげ、推進の担

い手を増やすことが必要となる。本講習会で

は、そのためのリスキルの重要性とその手法に

ついて学ぶ。 

5 月 

機械電子技術部 
2 加工機の見える化について 

近年、製造現場では加工機の稼働状況や加工異

常の情報をセンサで取得する試みが行われてい

る。本講習会では、センサを用いた見える化の

デモンストレーションを通して、各種センサの

特徴やデータ解析について学ぶ。 

9 月 

3 幾何公差の基礎 

製品の要求精度の高度化に伴い、寸法に加え幾

何公差により形状や姿勢を規制される部品が増

えている。幾何公差を正しく理解して加工・測

定評価する必要があることから、幾何公差が示

す意味と評価方法について学ぶ。 

10 月 

4 
紫外線・プラズマ処理による表面改質と

事例紹介 

紫外線及びプラズマを用いたプラスチック材料

等の表面改質の原理及び接着性向上の事例につ

いて学ぶ。 

7 月 

材料技術部 

5 
自動車用プラスチック材料の動向とマル

チマテリアル化 

自動車産業におけるプラスチック材料や複合材

料、マルチマテリアル材料の“これから”につ

いて学ぶ。 

10 月 

6 食品のおいしさを引き立たせる調味技術 

食品機能のうち特に重要な「おいしさ」を実現

する調味技術について、調味料の分類や使用

法、効果等を具体例を交えて学ぶ。 

8 月 食品技術部 

7 
サステナビリティに対応する繊維技術の

動向 

カーボンニュートラルやサーキュラーエコノミ

ーの実現に向けて期待されるバイオベース化学

繊維や繊維 to 繊維リサイクル技術について学

ぶ。 

7 月 繊維技術支援センター 

8 形状測定・評価技術の基礎と最新動向 

ものづくりにおいて、製品の寸法や精度の評価

は品質管理上非常に重要であるため、ノギスや

マイクロメータなどの基本的な測定工具から、

三次元座標測定機や非接触形状測定機まで様々

な測定器における形状測定・評価技術の取扱い

方と最新動向について学ぶ。 

9 月 

県南技術支援センター 

9 
プラスチックマテリアルリサイクルの最

新技術動向 

リサイクルプラスチックの物性低下の原因及び

その再生方法とプラスチックリサイクルに関す

る最新の研究開発事例について学ぶ。 

1 月 

10 結城紬の歴史から新製品開発まで 
地機・高機による織物の特徴、結城紬織物の魅

力、産地の歴史、商品流通などについて学ぶ。 
2 月 紬織物技術支援センター 

11 釉薬と焼成について 

消費者ニーズに対応した陶磁器の色彩や質感を

得るために必要となる釉薬調合と焼成について学

ぶ。 

9 月 窯業技術支援センター 
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ウ 機器取扱研修 

機器の安全、確実な取扱いに必要な知識や技術に関する研修を実施する。 

 

主な取扱研修実施機器 

機   器   名 用 途 ・ 性 能 等 
開催 

時期 
研修時間 

（h） 
担 当 部 署 

超音波探傷器 

探触子から材料内部に発信した超音波の反射波（エコ

ー）を観察することで、材料内部の欠陥の有無を判断す

る。 

垂直探傷子及び斜角探傷子 

随時 2 機械電子技術部 

走査型電子顕微鏡(金属観察

用) 

金属表面の形態観察や定性分析を行う。 

分解能：高真空 3.0nm(30kV)/低真空 4.0nm(30kV) 

B～Cf の範囲の元素の定性分析 

月 1 回 4 機械電子技術部 

アコースティックエミッショ

ン計測システム 

材料が変形あるいは破壊する際に放出される弾性波を計

測する。 

（AE センサ）周波数特性：100k～１MHz 

（オシロスコープ）アナログ入力：2ch、メモリ：

256MB、垂直分解能：8～16bit 

随時 2 機械電子技術部 

回転式切削動力計 

工作機械の主軸に取り付けた回転工具の刃先に作用する

切削力を測定する。 

Fx, Fy：±5kN、Fz：±20kN、Mz：±150N・m、分解能：

12bit、最高回転数：20,000min-1、サンプリングレート

：22.2kHz 

随時 1 機械電子技術部 

無線式 3 軸加速度計 

機械等の振動箇所に加速度センサを取り付け、3 軸（x, 

y, z）方向の加速度を無線で計測する。 

検出範囲：本体内蔵センサ±60m/sec2（応答周波数 0～

100Hz）、外部センサ±20, ±100, ±250m/sec2（応答周

波数 20～10,000Hz） 

随時 2 機械電子技術部 

樹脂 3D プリンタ(熱溶解積

層)  

フィラメント状の熱可塑性樹脂を溶かしながら積層造形

を行う。 

最大造形サイズ：260×260×260mm 

対応材料：PLA、ABS、PC、PEEK 等 

随時 3 機械電子技術部 

樹脂 3D プリンタ(光造形)  

液体状の光硬化性樹脂をレーザ光で硬化しながら積層造

形を行う。 

最大造形サイズ：335×200×300mm 

対応材料：透明樹脂、ABS ライク樹脂、軟質樹脂、耐熱

樹脂等 

随時 3 機械電子技術部 

金属 3D プリンタ（レーザ溶

融） 

金属粉末をレーザで焼結し切削を行うことにより、高精

度の金属造形を行う。 

最大造形サイズ：250×250×250mm 

対応材料：マルエージング鋼、SUS316L 

月 1 回 7 機械電子技術部 

加工機械稼働監視システム 

データロガーの波形と画像認識装置のデータから加工機

械の稼働状態を監視する。 

（データロガー）サンプリングレート：200MS/s・2ch、

10MS/s・8ch、メモリ容量：4G ポイント 

（画像認識装置）視野内のメーター値、英数字、表示灯

ON/OFF を最大 20 か所記録可能 

随時 2 機械電子技術部 

加工データ解析装置 

加工時のデータから、予知保全、異常検知等を行うため

のプログラムの開発及び検証に用いる。 

CPU(水冷)：Core i9 10920X 12core/24thread 3.5GHz、

GPU ： Geforce RTX 3080 10GB 、 メ モ リ ー ： 128GB 

(32GBx4) DDR4-2933 Quad-Channel 、 スト レ ー ジ ：

BootDevice：SSD 3.8TB 、ネットワーク：onboard 

Gigabit Ether、OS：Ubuntu 20.04 LTS、開発環境：G-

Works3.0 Hybrid/NV-Docker/Singularity/Slurm/コンテ

ナ(digits/tensorflow-1/tensorflow-2/pytorch/mxnet) 

随時 1 機械電子技術部 

円筒内形状測定機 

円筒内面の寸法、幾何公差、3 次元形状を非接触で測定

する。 

方式：レーザ光干渉（遠赤外線） 

測定範囲：φ6mm～φ30mm（深さ～150mm まで） 

随時 4 機械電子技術部 



- 11 - 

 

機   器   名 用 途 ・ 性 能 等 
開催 

時期 
研修時間 

（h） 
担 当 部 署 

5 軸マシニングセンタ 

回転工具により、金属材料を 5 軸（縦・横・高さ・工具

傾斜・材料回転）制御で切削加工する。 

移 動 量 X1800,Y700,Z700mm 、 主 軸 最 高 回 転 数

15,000rpm、最大切削送り速度 40,000mm/min、ツールシ

ャンク HSK-A63 

随時 6 機械電子技術部 

ポータブル X 線残留応力測定

装置 

X 線の回折現象を利用して、試料表面の残留応力を cos

α法で測定する。 

測定面積：φ2mm 

遮蔽ボックス 600(W)×600(t)×800(H)mm 

随時 3 機械電子技術部 

微小部 X 線応力測定装置 

X 線の回折現象を利用して、試料表面の残留応力を

sin2ψ 法で測定する。 

測定面積：φ4mm まで 

試料サイズ：700mm（W）×500mm(D)×335mm(H) 

試料重量：20kg 以下 

月 1 回 4 機械電子技術部 

万能材料試験機（500kN） 

金属材料や工業製品等の強度（引張・圧縮・曲げ）試験

を行う。 

荷重容量 500kN、最大つかみ具間隔 950mm、ラムストロ

ーク 250mm 

随時 2 機械電子技術部 

疲労試験機 

金属材料に対し、引張圧縮方向の繰り返し荷重を与える

ことで疲労強度の評価を行う。 

最大荷重：±100kN 周波数 30～285Hz  

最大振幅 3mm 

随時 3 機械電子技術部 

耐ノイズ試験装置 

耐ノイズ試験システム 

電気的ファストトランジェント／バーストイミュニティ

試験（IEC61000-4-4 Ed.3：レベル 1～4）対応、サージ

イミュニティ試験（IEC61000-4-5 Ed.3：レベル 1～4）

対応、電圧ディップ、短時間停電及び電圧変動に対する

イミュニティ試験（IEC61000-4-11 Ed.2）対応 

随時 1 機械電子技術部 

静電気試験装置 

静電気放電イミュニティ試験（IEC61000-4-2 Ed.2：レ

ベル 1～4）対応 

レーザードップラー振動計 

振動している測定物にレーザを照射し、照射した箇所の

動的特性（振動速度/変位/加速度、周波数）を非接触で

測定する。 

レーザ照射位置確認用カメラ内蔵、測定周波数帯（速

度）：0.5Hz～3.2MHz、最大振動速度：10m/s、レーザス

ポット径：約 25μm（測定距離 約 200mm 時） 

随時 1 機械電子技術部 

X 線 CT 三次元測定機 

X 線を用いて製品や部品の三次元形状及び任意断面を非

破壊で観察する。取得したデータより寸法測定も可能。 

最 大 管 電 圧 ： 225kV 、 対 象 物 最 大 寸 法 ：

φ300mm×H450mm、寸法測定精度（VDI/VDE2630 準拠）：

(9+L/50)μm （L は測定長さ mm）、 

解析ソフトウェア：VGStudio MAX 

月 1 回 4 機械電子技術部 

X 線透視検査装置 

X 線を用いて製品及び部品の内部を非破壊で観察する。 

最大管電圧：225kV 対象物最大寸法：φ600 mm×H890 

mm 最大測定視野：約 200×200 mm 

最大厚さ：鉄 50mm、アルミニウム 130mm、プラスチッ

ク 220mm 最小識別欠陥：100μm 

月 1 回 4 機械電子技術部 

三次元座標測定機 

機械部品等の寸法及び幾何公差、輪郭形状を高精度に測

定する。 

測定範囲：X910、Y1010、Z610mm 

測定精度：MPEE=(0.35+L/1000)μm、MPEP=0.45μm 

5/17 

9/6 

12/6 

7 機械電子技術部 

非接触三次元デジタイザ 

表面形状を非接触で測定し、CAD データに変換し出力す

る。 

レンズ交換式ステレオカメラ方式（800 万画素×2）、1

ショット測定範囲（点間距離）：W60×H45×D30mm

（0.019mm）～W1,000×H750×D750mm（0.31mm） 

随時 3 機械電子技術部 
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機   器   名 用 途 ・ 性 能 等 
開催 

時期 
研修時間 

（h） 
担 当 部 署 

表面粗さ測定システム 

接触式及び非接触式の検出器を備え、加工面の表面粗さ

やうねりを、二次元または三次元で測定・評価する。ま

た、非球面等の形状も評価可能である。 

測定パラメータ：Ra,Rz,Pa,Pz,Sa,Sz 等、測定方式:触針

交換方式(接触式),光干渉方式(非接触式)、測定範囲(Z)

：8mm(接触式),2.2mm(非接触式)、分解能：0.8nm(接触

式),0.01nm(非接触式) 

随時 4 機械電子技術部 

音響解析システム 

収録された音等の波形データを解析する。 

解析方法：FFT 解析、オクターブバンド解析、時間周波

数解析、トラッキング解析、音質評価（ラウドネス、シ

ャープネス、ラフネス、変動強度、トーナリティ、語音

明瞭度）、変動音解析 

随時 1 機械電子技術部 

ベクトルネットワークアナラ

イザ 

電子回路や電子部品等に高い周波数の電気信号を入力

し、その出力（応答）から電気的特性（反射・透過状

態、周波数特性等）を測定する。 

周波数範囲：100kHz～20GHz 

随時 1 機械電子技術部 

X 線マイクロアナライザー 

材料の表面に電子線を照射することにより、材料内部か

ら発生する特性 X 線を検出し、材料表面の元素を分析す

る。 

分析元素範囲：B～U 

分析方法：定性分析、定量分析、線分析、面分析 等 

5/16～18 

7/4～ 6 

12/5～7 

6 時間×3日 

（18 時間） 
機械電子技術部 

冷熱衝撃試験機 

試験品に低温と高温の熱ストレスを短時間で交互に繰返

し与え信頼性の評価を行う。 

低温試験温度範囲：-70～0℃ 

高温試験温度範囲：+60～+300℃ 

テストエリア内寸：W650×H460×D670mm 

随時 1 機械電子技術部 

EMI 抑制設計支援システム 

電子回路基板から発生する不要電磁波の原因となる部品

配置や配線パターン等を抽出し、対策案を提示する。 

対 応 CAD:CR8000( 図 研 ) 、 PADS Layout(Mentor 

Graphics) 、 Allegro PCB Editor(Cadence) 、 Altium 

Designer(Altium)等 

随時 2 機械電子技術部 

ビーズミル 
対象物（粒子）を液体中で微粉砕、分散する装置。 

最小バッチ量：約 0.1ml、周速：8～15m/s 
随時 2 材料技術部 

大気圧プラズマ装置 

大気圧中で樹脂や金属、ガラスなどの試料にプラズマを

照射し、試料表面の有機物の分解、除去及び改質を行

う。 

プラズマ種：窒素プラズマ（ジェット型）、照射範囲：

25mm×1mm（往復駆動式～125mm）、照射距離：～30mm 

随時 1 材料技術部 

UV 照射装置 

樹脂や金属、ガラスなどの試料に UV を照射し、試料表

面の有機物の分解、除去及び改質を行う。 

UV ランプ：キセノンエキシマランプ（中心発光波長

172nm） 

照射強度：20mW/cm2以上、照射範囲：100mm×100mm、 

照射距離：4mm～25mm 

随時 1 材料技術部 

恒温槽付万能材料試験機 

各温度環境下において、接着試料や樹脂材料の引張試験

を行う。 

荷重容量：5kN、最大ストローク：885mm（恒温槽使用時

285mm）、温度制御範囲：-40℃～250℃ 

随時 3 材料技術部 

ナノインデンター 

nmオーダーの押し込み硬さ試験を行い、薄膜や表面改質

層の機械特性（硬さ、弾性率等）を評価する。 

試験力範囲：5µN～2000mN、変位計測範囲：～50µm、圧

子：三角錐圧子（対稜角 115°) 

随時 4 材料技術部 

スマートグラス 

ハンズフリーで開放機器のマニュアル等のデジタルデー

タの参照、視覚画像のデジタルデータ保存・活用等に用

いる。 

随時 1 材料技術部 
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機   器   名 用 途 ・ 性 能 等 
開催 

時期 
研修時間 

（h） 
担 当 部 署 

スマートグラス制御・アプリ

ケーション開発用 PC 

スマートグラスとの画像・音声・プログラムデータの送

受信や、スマートグラス用コンテンツの作成等に用い

る。 

OS:Windows10、CPU:intel Core i5、 

メモリー:RAM16GB、ストレージ：SSD512GB 

随時 1 材料技術部 

恒温槽付一軸延伸機 

圧縮成形等で作製したプラスチックのシートを掴んで引

っ張り、延伸フィルムを作製する。 

延伸速度：4～150mm/min、延伸温度：室温～200℃、試

料厚：最大 1.0mm、試料幅：～150mm、引張荷重：100N

以上 

随時 1 材料技術部 

ゴムシート打抜機 
ゴムシートから打ち抜きによりダンベル試験片を作製する。

打抜刃：JIS K6251 6 号 
随時 1 材料技術部 

酸処理用ドラフトチャンバー 
酸類を取り扱う際に用いる局所排気設備。 

排気風量：1,850CMH、過塩素酸対応 
随時 1 材料技術部 

溶剤処理用ドラフトチャンバ

ー 

有機溶剤類を取り扱う際に用いる局所排気設備。 

排気風量：650CMH、活性炭排ガス処理装置付 
随時 1 材料技術部 

粉体作業用チャンバー 

粉体試料を取り扱う際に用いる局所排気設備。 

粒子捕集効率：0.3μm 粒子径 99.9％以上 

排気風量：14ｍ2/min 

随時 1 材料技術部 

自動乳鉢 

セラミックスや鉱物の粉体を粉砕及び混合する。 

乳鉢：磁製(外径 200mm),アルミナ製(外径 200mm) 

回転数：乳鉢 6rpm,乳棒 100rpm、乳棒 2 軸式 

随時 1 材料技術部 

フーリエ変換赤外分光光度計 

赤外吸収スペクトルを利用して有機物を定性分析する。 

測定波数範囲：7800～350cm-1、 

最高分解能：0.7cm-1、測定方法：透過法、反射法 

随時 4 材料技術部 

粒度分布測定装置（レーザ回

折式） 

粉体試料にレーザーを照射し,粒子径とその分布を測定

する。 

測定範囲：0.01～3,000μm（湿式）, 

0.1～3,000μm（乾式）、使用溶媒：水,有機溶媒 

随時 4 材料技術部 

ガスクロマトグラフ質量分析

計（熱分解用） 

有機物や高分子材料を定性分析する。 

カラムオーブン最高温度：450℃ 

イオン化方式：EI(電子イオン化) 

質量分析範囲：m/z 1.5～1090 

熱分解装置付（最高温度 1050℃） 

随時 8 材料技術部 

プラズマ発光分析装置 

溶液中の元素濃度を分析する。 

分析元素数：72、波長範囲：134nm～850nm 

測定モード：定性分析、定量分析 

随時 
5時間×2日 

(10 時間) 
材料技術部 

味覚センサー 

食品の味を数値化する。 

味覚項目：(先味)酸味、苦味、雑味、 

渋味刺激、旨味、塩味、甘味 

(後味)苦味、渋味、旨味コク 

オートサンプラー装備 

随時 4 食品技術部 

揮発性成分解析システム 

食品等に含まれる揮発性成分を分析する。 

測定方式：ガスクロマトグラフ質量分析(イオン化方式

：EI) 

試料導入法：吸脱着法、直接試料導入法 

多機能オートサンプラー、におい嗅ぎシステム、香気成

分データベース装備 

随時 8 食品技術部 

テクスチャーアナライザー 

食品の硬さや咀嚼性等の食感を数値化する。 

最大荷重：100kgf、荷重分解能：0.1gf 

速度範囲：0.01～20mm/s、温調範囲：-20～180℃ 

随時 2 食品技術部 

三次元座標測定機 

機械部品等の寸法及び幾何公差、輪郭形状を高精度に測

定する。 

測定範囲：700×700×600mm 

指示精度：0.28+L/1000μm 

6/1 

10/5 

1/11 

8 県南技術支援センター 

地機 

経糸を腰でつり、張り具合を調整しながら反物を織る装

置 

織り幅：10 ㎝～55 ㎝ 

要相談 
6時間×3日 

（18 時間） 
紬織物技術支援センター 
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機   器   名 用 途 ・ 性 能 等 
開催 

時期 
研修時間 

（h） 
担 当 部 署 

高機 

足でペダルを踏んで、経糸を通した綜口を上下させて反

物を織る装置 

綜絖枚数：4 枚、ペダル数：6本 

要相談 
6時間×3日 

（18 時間） 
紬織物技術支援センター 

デジタルマイクロスコープ 

織物等の生地の拡大画像をモニタに映し組織を観察す

る。 

測定倍率：1 倍～2500 倍 

試料台：200 ㎜×221 ㎜、耐荷重 3 ㎏ 

随時 1 紬織物技術支援センター 

摩耗試験機 

織物などの摩耗強さ（平面摩耗、屈曲摩耗、折目摩耗）

を測定する。 

往復摩擦ストローク：25 ㎜、往復摩擦速度：125 回/min 

随時 1 紬織物技術支援センター 

分光測色計 

試料の色彩を L*a*b*、L*C*h、ハンターLab、マンセル、

XYZ の表色系で計測する。 

測定波長範囲：360nm～740nm、繰返性：ΔE*ab 0.04 以

内 

随時 1 紬織物技術支援センター 

つむぎ織物デザインシステム 

紬織物の縞柄、絣柄等のデザインをコンピュータにより

シミュレーションを行うことができる。 

絣糸シミュレーション機能、糸の質感表現機能、カラー

チャート 192 枚 

随時 7 紬織物技術支援センター 

電気窯 

陶磁器の試作品を 1,200～1,300℃の高温で焼成し、焼成

の状態、釉薬の発色等を調べる。 

容積：0.3 ㎥ 最高温度：1,310℃（プログラム制御）、

電気容量：15kW 

随時 2 窯業技術支援センター 

曲げ試験機 

タイル等の平板状試料を 3 点曲げ試験により曲げ強度を

測定する。 

測定治具：3 点曲げ（ゴム付）、最大荷重：10kN 

随時 1 窯業技術支援センター 

X 線回折装置 

粉末試料をホルダーに充填し、X 線を照射して得られる

回折パターンから結晶構造の解析、鉱物等の同定を行

う。 

管球：Cu、測定範囲：2θ -3～162° 

走査速度：最大 100°/min 

随時 3 窯業技術支援センター 

・開催時期、研修時間は予定であり、変更する可能性がある。 

・ここに記載のない機器についても随時取扱研修を行っている。 
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エ 技術研修生・技術研究員受入 

(ｱ) 技術研修生受入 

技術の習得に熱意を有する県内の中小企業者又はその従業員等を研修生として随時受け入れ、当セ

ンター職員により、個々の研修生の要望・レベルに応じた研修を実施する。 

 ○研修コース 

コース 時 間（ｈ） 研修費用（円） 

1 日 

1週間 

1か月 

3か月 

6か月 

1か年 

8 

40 

160 

336 

576 

960 

1,200 

6,000 

25,000 

54,000 

92,000 

153,000 

 

(ｲ) 技術研究員受入 

研究開発に意欲を持つ県内の中小企業者又はその従業員等を研究員として受け入れ、受入研究員が

作成した研究計画に基づき、当センターの研究指導員による指導・助言のもとに研究を実施する。 

 ○受入期間 

期 間 受入費用（円） 

1か月 

3か月 

6か月 

1か年 

38,000 

114,000 

171,000 

249,000 
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オ 伝習生・研究生受入等による後継者育成 

(ｱ) 伝習生・研究生受入等 

重要無形文化財かつ伝統的工芸品である結城紬及び益子焼に代表される陶磁器製作等の伝統的産業

の維持・発展のため、伝習生や研究生の受け入れなどにより、後継者を育成する。 

名  称 内       容 期間等 担当部署 

伝
統
工
芸
品
産
業
後
継
者
育
成
事
業 

紬織物製織伝習課程 

（座学） 

 ○紬織物の歴史と結城 

紬産地の概要 

○結城紬の織物設計に 

関する基礎知識 

 ○結城紬の製作工程に 

関する基礎知識 

 ○結城紬の設計図案に 

関する基礎知識 

（実技） 

 ○地機織りその他製織 

に必要な基礎技術 

○結城紬無地製織 

○結城紬縞柄製織 

○結城紬絣柄製織 

1 年間（4 月から

翌年 3 月） 

定員 

伝習課程 

6 名 

研究課程 

2 名 

紬織物技術 

支援センター 

紬織物技術研究課程 

1 結城紬縞柄帯地の作品製作 

 (1) 縞柄の図案作成、織物設計 

 (2) 帯地の下ごしらえ 

 (3) 帯地の製織 

2 結城紬絣柄織物の作品製作 

 (1) 亀甲絣の図案作成、織物設計 

 (2) 図案に基づく絣くくり 

 (3) 絣織物の下ごしらえ 

 (4) 絣織物の製織 

陶磁器製作伝習課程 

（座学） 

 ○陶磁器の歴史と県内 

産地の概要 

 ○陶磁器の原料に関す 

る基礎知識 

 ○施釉、焼成に関する 

基礎知識 

（実技） 

 ○ロクロ成形基礎技術 

 ○施釉、焼成 

1 年間（4 月から

翌年 3 月） 

定員 

伝習課程 

10 名 

研究課程 

10 名 

窯業技術 

支援センター 

窯業技術研究課程 

1 釉薬調合基礎技術 

 (1) 二成分調合 

 (2) 三成分調合 

 (3) 自由テーマ調合 

2 石膏型製作技術 

 (1) タタラ成形用型製作 

 (2) 割型製作 

 (3) 鋳込み型製作 

 (4) 自由テーマ製作 

3 ロクロ成形応用技術 

 (1) 成形応用技術 

 (2) 自由テーマ製作 

4 施釉、焼成 

糸つむぎ講習会 
結城紬に使われる手つむぎ糸の糸つむぎ技術の基礎講座 

○会場 小山市東出張所 
  ○12回開催 

1 回 3 時間程度 
紬織物技術 

支援センター 
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(ｲ) 多工程一貫生産（下拵え、絣くくり・染色、高機実践）の技術研修 

結城紬産業の振興のため、高機による製織や結城紬の多工程一貫生産に対応できる人材を育成する。 

名  称 内       容 期間等 担当部署 

一貫生産工程研修 

○下拵え研修 30日×6時間（1回開催） 

紬織物技術 

支援センター 

○絣くくり・染色研修 20日×6時間（1回開催） 

○高機実践研修（基礎、応用、実践） 

基礎：5日×6時間（2回開催） 

応用：5日×6時間（2回開催） 

実践：10日×6時間（1回開催） 

 

(6) 技術情報の収集・提供 
企業の技術課題解決を支援するため、多くの技術情報を収集し、製品の企画開発や生産工程の改善、

改良等に有用な情報をペーパーレスニュースや Web サイト等により迅速に提供する。 

ア ペーパーレスニュースの配信 

当センターの技術講習会や研修会、県や国の補助事業等の情報を、電子メールにより登録者宛てタイ

ムリーに提供する。 

○年間配信回数：約 50 回 

○登録案内及び申込み先 

 ・Web サイトアドレス（URL） https://iri.pref.tochigi.lg.jp/ 

 ・E-mail アドレス sangise-sougou@pref.tochigi.lg.jp 

イ Web サイトの運営 

当センターの事業について広報するとともに、技術情報、研修日程、開放機器・利用料金等の情報を

提供する。 

ウ 研究報告・業務報告等の発行 

当センターの研究成果や事業成果を冊子等にまとめ、業界団体、企業、関係機関等に提供する。 

エ 産業施策・特許情報等の提供 

技術・製品開発等に利用できる補助金、融資等の産業施策情報や当センター所有の特許情報等をWebサ

イトで提供する。 

オ 技術情報等に関する図書 

当センターの図書室で所蔵する専門書、学会誌、JIS 規格書、業界誌等を閲覧に供する。 

カ 研究成果発表会の開催 

当センターの研究成果の普及・移転及び産学官の一層の連携を促進するため、研究成果・試作品等を

展示発表し、広く情報を発信する。 

 

(7) 発明・創意工夫の奨励 
企業や勤労者、児童生徒の発明や創意工夫などの知的な活動を奨励するため、優れた発明や創意工夫を

行った者を顕彰する。 

ア 栃木県発明展覧会及び児童生徒発明工夫展覧会 

県内企業や発明家の優れた発明考案品・新製品や科学的思考と創意をもとに自作した児童・生徒の作

品を一堂に展示し、優れた作品を表彰することにより、発明意欲の向上と県内の科学技術水準の向上、

児童・生徒の豊かな観察力と創造力の育成に資することを目的として開催する。 

イ 栃木県創意工夫功労者賞 

県内事業所の各職域において、勤労者の創意工夫する意識を高揚するとともに、広く県民にその重要

性を周知し、科学技術の振興に資することを目的に、優れた創意工夫を行った勤労者の中から、創意工

夫により科学技術の改善向上に貢献した実績顕著な者を表彰する。 

 

  



- 18 - 

 

(8) 支援基盤の強化 
企業支援の基盤となる職員の資質の向上や施設機器の整備等により、技術支援機能を強化する。また、

当センターの運営方法や各種事業の企画等について協議検討する会議を開催し、当センターの各種事業の

効果的な実施に努める。 

ア 職員の研修等 

より深い技術や知識を身につけ、技術革新の進展や多様化・高度化する企業ニーズに的確に対応でき

るよう、学会への参加及び大学等への研修派遣などにより、職員の資質向上を図る。 

イ 客員高度技術者招へい 

当センター単独では対応が困難な技術や先端技術について指導・助言を受け、支援能力を充実強化す

るため、大学や民間等の専門家を客員高度技術者として招へいする。 

【客員高度技術者の技術分野】 

除去加工、付加製造、デジタルものづくり、成形・変形加工、表面処理・改質、食品 

ウ 試験研究機器、図書の整備・維持 

企業ニーズ等を充分に踏まえながら、必要な機器・図書を効率的に整備するとともに、試験機器の保

守、図書の管理を行う。また、機器整備に当たっては、国の補助事業や財団の助成事業等を活用し、計

画的に整備していく。 

エ 他機関との連携 

（国研）産業技術総合研究所や大学、他県公設試等との協力・連携により、支援事業内容を相互に補

完し、効果的・効率的に支援業務を推進する。 

オ 産業技術センター運営会議 

所長、副所長、本所の部長、技術支援センター長で構成する運営会議において、重要課題の審議、事

業管理に係る協議・調整を行い、当センターの運営方針等を決定する。 

カ 企画調整会議 

技術交流部長及び本所の各部長・技術支援センター長が指名する委員等で構成する企画調整会議を設

置し、試験、研究、技術支援事業等についての協議、調整を行い、事業の円滑な推進を図る。 
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３ 重点施策等関連事業 

(1) 脱炭素化技術開発等支援会議 
県内ものづくり企業の脱炭素化に向けた取組を支援するため、当センターに設置した「脱炭素化技術開

発等支援会議」及びデジタル技術や新素材の活用等5つのプロジェクトチームの活動を通して、研究開発支

援や人材育成、情報提供等に取り組む。 
 

(2) ものづくり産業躍進プロジェクト推進事業 ※「2 事業の展開」から該当事業を再掲 
優れた技術や産業集積を強みとする自動車、航空宇宙、医療福祉機器の各産業を本県ものづくりの「戦

略3産業」と位置付け、重点的に支援するため、県内企業への波及効果が期待されるテーマについて、企業

や大学等との共同研究を実施する。 

重点振興産業分野共同研究 (2 テーマ実施) 

研究題目 概        要 
担当部署 
（期間） 

チタン合金のエンドミル加

工における MQL 供給システ

ムの開発 

オイルミストブロー条件と工具摩耗の関係を調査し、ノズル距離

120mm 以上でオイルミスト効果が得られる MQL 供給システムを開発

する。 

機械電子技術部 

(R5) 

酸化セリウムナノ粒子分散

ゼオライトを用いた透明樹

脂用紫外線遮蔽材の開発 

酸化セリウムナノ粒子分散ゼオライトを粉砕により 200nm 以下に微

粒子化し、紫外線吸収性、酸化触媒活性について評価する。 

材料技術部 

(R5) 

 

(3) フードバレーとちぎ推進事業 ※「2 事業の展開」から該当事業を再掲 
食をテーマに、地域経済の成長・発展を目指すフードバレーとちぎの推進に向けて、食品企業のニーズ

と当センターの技術シーズのマッチングを目指す研究部会・分科会を開催し、県内企業の新技術・新商品

開発を支援する。また、特に実用化や波及効果が期待されるテーマについて、企業や大学等との共同研究

を実施する。さらに、保健機能食品の普及啓発を図るセミナー等を開催し、県内企業の機能性表示食品や

栄養機能食品の開発と販売を支援する。 

ア 研究部会・分科会 

高機能・高付加価値食品開発研究部会 

・おいしさの見える化分科会 

・品質保持技術分科会 

イ フードバレーとちぎ重点共同研究 (1 テーマ実施) 

研究題目 概        要 
担当部署 
（期間） 

原料改質による米粉製品の

老化抑制技術の開発 

二軸エクストルーダーにより低分子化した米資材を米粉製品の原料

に配合することで、澱粉の老化を抑制する技術を開発する。 

食品技術部 

(R5) 

 

ウ 機能性表示食品等開発・販売支援事業 

・保健機能食品セミナー 

・ステップ別実践講座 

・専門家による個別相談会 
 

(4) ものづくり企業技術力強化事業 
県で行う以下の事業において認証・採択を受けた企業・団体の取組について、積極的な技術支援を行う。 

ア フロンティア企業認証事業 

フロンティア企業の認証、認証技術・製品の PR 等、企業の技術力強化を図る事業 

イ ものづくり技術強化補助金 

県内中小企業者等が行う新技術・新製品の研究開発に対する助成事業 
 

(5) 試作品開発ワークショップ事業 
電動化等への対応に向け、県内企業が試作品製作の手法を習得し、次世代自動車や新分野への製品を開

発する技術力の向上を図るため、モデルデータの取得から試作品の測定評価の一連のプロセスを実践的に

習得するワークショップを実施する。 
 

(6) 脱炭素化社会実現技術研究会事業 
脱炭素化技術の活用を促進し、県内ものづくり企業の競争力強化を図るため、脱炭素化の課題解決に向

けた最新技術情報を提供する研究会を開催する。また、技術・ノウハウの蓄積や企業人材の育成を図るワ

ーキンググループ（マルチマテリアル化 WG、再生材料・バイオプラスチック WG）を実施する。 
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(7) スマートものづくり研究会事業 
ものづくり現場で求められるデータの収集、見える化、分析を支援し、県内ものづくり企業の生産性向

上や競争力強化を図るため、AI・IoT システムの生産現場への適用とその効果を体験する研究会を開催する。 
 

(8) 産業技術支援拠点強化事業 
県内食品製造企業における AI 等デジタル技術を活用した未利用食品等の素材化に対する支援力強化を図

るため、当センター本所の食品製造プロセス実験室等の改修、関連機器の導入により、未利用食品等の素

材化や試作品等の品質評価及び保存ができる拠点「未利用食品等の素材化支援拠点」を整備する。 
 

(9) 結城紬一貫生産工程研修事業 
県の伝統工芸品である結城紬に係る技術に対応できる人材を育成し、結城紬産業の振興を図るため、下

拵え・絣くくり・染色・高機の技術研修を実施する。



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 組 織 と 業 務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 １ 組織及び業務内容 

 ２ 予 算 の 概 要 
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１ 組織及び業務内容 

 
      

管理部 
    ①文書の収受、発送、編集及び公印の保管 

          ②職員の服務及び予算の経理 

           ③県有財産の維持管理及び物品の出納保管 

           ④その他、他部の主管に属しない事務 
           

 

      
技術交流部 

  
技術企画室 

 ①研究業務の企画・調整 

         ②施設・機器開放及び依頼試験業務の調整 

           ③勤務発明・産業財産権に関する調整 

         
技術連携支援室 

 ④国等の委託事業に関する企画・調整 

          ⑤技術情報の収集・提供 

           
 

所長 
 

副所長 (3) 
   機械電子 

技術部 

  
機械加工研究室 

 ①機械、金属、電子の試験研究、指導、分析、試作等 

       ②機械、金属、電子技術の講習、研修、技術者養成 

  
 

        ③機械、金属、電子技術の情報収集及び提供 

        生産システム 
研究室 

 ④その他機械、金属、電子技術及び製品の改良発達を図るた
めに必要な事項           

           
 

         
電子応用研究室 

  
 
 
 
 
①化学、繊維、木工の試験研究、指導、分析、試作等 
 
②化学、繊維、木工技術の講習、研修、技術者養成 
 
③化学、繊維、木工技術の情報収集及び提供 
 
④その他化学、繊維、木工技術及び製品の改良発達を図るた
めに必要な事項 

          

           

      
材料技術部 

  
有機材料研究室 

 

         

           

         
無機材料研究室 

 

          

           
 

      
食品技術部 

  
食品加工研究室 

 ①食品の試験研究、指導、分析、試作等 

         ②食品技術の講習、研修、技術者養成 

           ③食品技術の情報収集及び提供 

         微生物応用 
研究室 

 ④その他食品技術及び製品の改良発達を図るために 
必要な事項           

           
 

      繊維技術 
支援センター 

  
情報評価チーム 

 ①繊維の試験研究、指導、分析、試作等 

         ②繊維技術の講習、研修、技術者の養成 

           ③繊維技術の資料の作成、情報の収集、提供 

         
応用開発チーム 

 ④その他繊維産業の振興、改良発達を図るために 
必要な事項           

           
 

      県南技術 
支援センター 

  
化学・資源チーム 

 ①機械、金属、化学、石灰、鉱物、砕石の試験研究、指導、
分析、試作等 
 
②機械、金属、化学、石灰、鉱物、砕石技術の講習、研修、
技術者の養成 
 
③機械、金属、化学、石灰、鉱物、砕石技術の資料の作成、
情報の収集、提供 
 
④その他機械、金属、化学、石灰、鉱物、砕石産業の振興、
改良発達を図るために必要な事項 

         

           

         
機械金属チーム 

 

          

           

           

           
           

 

      紬織物技術 
支援センター 

    ①紬織物の品質の改善 

          ②紬織物の技術向上のための指導 

           ③紬織物についての後継者の育成 

           
 

      窯業技術 
支援センター 

  
 

 ①陶磁器の試験研究、指導 

         ②陶磁器製作の指導及び伝習 

           ③陶磁器の原料及び材料の依託試験 

           ④その他窯業技術の改良発達を図るために必要な事項 

           ⑤窯業後継者の育成 
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２ 予算の概要 

 

(1)  一 般 会 計 

 

令和５（２０２３）年度産業技術センターの一般会計予算は、２６５，２７８千円である（人件費を除

く）。 
 

（単位：千円） 

単 位 事 業 名 
令和４年度 
当初予算額 

令和５年度 

当初予算額 
左の財源内訳 

備    考 
特 定 一 般 

産業技術センター費 118,709 160,975 46,023 114,952 

・管理運営  
・技術振興 
 学会等会費、参加負担金等 

繊維技術支援センター費 5,438 6,438 3,067 3,371 ・管理運営 

県南技術支援センター費 7,946 12,070 5,882 6,188 ・管理運営 

紬織物技術支援センター費 5,145 5,658 3,968 1,690 ・管理運営 

窯業技術支援センター費 6,753 7,937 1,547 6,390 ・管理運営 

機器等整備費 20,521 16,499 9,972 6,527 ・機器整備 

技術開発支援事業費 12,685 12,685 12,685 0 

・客員高度技術者招へい 
・企業支援・企業等調査 
・依頼試験等 
・機器開放 

研究開発事業費 9,498 11,682 10,461 1,221 ・研究開発 

技術交流事業費 0 0 0 0 
・技術情報等交換会 
・産学官連携コーディネート 

技術研修事業費 2,236 1,893 1,354 539 

・技術者研修 
・技術講習会 
・研修生・研究員受入 
・機器取扱研修 

海外展開支援事業費 266 239 0 239 ・専門相談員配置 

機器等維持補修費 28,042 27,763 13,038 14,725 

・機器修繕 

・保守点検 

・リース 

ものづくり産業躍進プロジェクト推進事業費 

(重点振興産業分野共同研究事業に係る経費) 
1,400 1,120 0 1,120 ・重点振興産業分野共同研究 

フードバレーとちぎ重点共同研究費 306 245 0 245 ・食品産業分野共同研究 

食品技術研究会推進事業費 

(高機能・高付加価値食品開発研究部会に係る経費) 
92 74 0 74 ・高機能・高付加価値食品開発研究部会 

計 219,037 265,278 107,997 157,281  

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 資  料  編 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 令和３（２０２１）年度産業技術センター利用状況 

２ 各施設の建物配置図（平面図）及び沿革 

 

 

 

  



 

 

 

 

 



 

 

-
 
2
3 
- 

R３.４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ R４.１ ２ ３ 合計

利用者数 688 611 831 781 645 544 669 577 648 453 530 616 7,593

(技術相談・依頼試験等） 393 300 404 406 303 312 380 403 390 387 353 486 4,517

小計（人） 1,081 911 1,235 1,187 948 856 1,049 980 1,038 840 883 1,102 12,110

10 8 9 103 11 2 27 20 30 6 2 3 231

5 164 302 39 11 2 164 257 76 95 7 16 1,138

小計（人） 15 172 311 142 22 4 191 277 106 101 9 19 1,369

698 619 840 884 656 546 696 597 678 459 532 619 7,824

398 464 706 445 314 314 544 660 466 482 360 502 5,655

1,096 1,083 1,546 1,329 970 860 1,240 1,257 1,144 941 892 1,121 13,479

279 266 283 312 229 210 220 216 265 206 236 248 2,970

56 40 74 59 33 47 53 53 47 80 64 87 693

計（件） 335 306 357 371 262 257 273 269 312 286 300 335 3,663

71 85 86 73 31 0 77 75 73 44 43 45 703

60 29 39 36 1 0 33 28 30 28 18 31 333

計（人） 131 114 125 109 32 0 110 103 103 72 61 76 1,036

71 47 56 70 16 0 58 56 35 29 38 30 506

25 19 25 15 1 0 14 18 7 23 3 17 167

計（人） 96 66 81 85 17 0 72 74 42 52 41 47 673

583 581 687 678 550 560 699 571 610 618 565 525 7,227

166 132 135 122 133 131 132 148 170 187 202 190 1,848

計（件） 749 713 822 800 683 691 831 719 780 805 767 715 9,075

530 485 628 694 616 585 791 447 582 426 467 436 6,687

251 334 311 230 193 247 248 313 327 191 236 341 3,222

計（件） 781 819 939 924 809 832 1,039 760 909 617 703 777 9,909

1/20 1/100 2/160 3/285 2/50 0/0 1/440 4/185 3/215 1/10 5/215 0/0 23/1,680

下段　技術支援センター上段　本所

１　令和３（２０２１）年度産業技術センター利用状況

多目的ホール利用（件／人）

  項　目　　　　　　　　　　　　　月

技術相談・実地指導

依頼試験件数

見学者数

計（人）

来所者数

機器取扱研修受講者数

機器開放等利用件数（延）

機器利用ライセンス取得者数
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２ 各施設の建物配置図（平面図）及び沿革 

(1) 産業技術センター 

 

 

○建物配置図・平面図 

 

別紙のとおり 

 

 

○沿 革 

昭和 22 年 9 月 木工業の振興を図るため宇都宮市西

原町に栃木県工芸指導所を新設 

昭和 25 年 4 月 

26 年 4 月 

 

28 年 4 月 

42 年 4 月 

 

45 年 4 月 

栃木県農産食品工業指導所を新設 

栃木県醸造試験室（昭和5年設置）を

統合 

栃木県醸造試験所が分離独立 

栃木県農産食品工業指導所を栃木県

食品工業指導所に改称 

栃木県醸造試験所を栃木県食品工業

指導所に再統合し、庶務課、酒類

部、醗酵食品部、保蔵食品部、穀類

食品部の１課４部制とする 

29 年 11 月 鹿沼市三幸町に栃木県工芸指導所鹿

沼支所を新設 

40 年 7 月 栃木県工芸指導所、工芸指導所鹿沼

支所を統合し、庶務課、企画意匠

部、工芸部、機械金属部の１課３部

制とし、鹿沼市白桑田に栃木県工業

指導所として発足 

45 年 4 月 栃木県工業指導所を栃木県中央工業

指導所と改称 

59 年 4 月 栃木県中央工業指導所を栃木県工業

技術センターと改称し、管理部、技

術調整部、機械金属部、電子部、意

匠工芸部の５部制とする 

    

    

平成 15 年 4 月 工業６試験研究機関を統合し、宇都宮市刈沼町に栃木県産業技術センターとして発足 

管理部、技術交流部、機械電子技術部、材料技術部及び食品技術部の５部制の本所と、栃木県

産業技術センター繊維技術支援センター（旧繊維工業試験場）、栃木県産業技術センター県南

技術支援センター（旧県南工業指導所）、栃木県産業技術センター紬織物技術支援センター

（旧紬織物指導所）及び栃木県産業技術センター窯業技術支援センター（旧窯業指導所）とな

る 

25 年 3 月 土地区画整理事業の換地処分に伴い、平成 25 年 3 月 23 日(土)に住居表示が実施され、郵便番

号が「321-3226」に、住所が「宇都宮市ゆいの杜 1 丁目 5番 20 号」へ変更される 

28 年 2 月 産業技術センターにマイクロテクノロジーラボを開設 

30 年 4 月 デジタルものづくり解析・評価支援拠点、食品試作開発支援拠点を開設 

31 年 4 月 電磁感受性評価支援拠点を開設 

令和 02 年 4 月 機能性材料等分析評価支援拠点を開設 

3 年 4 月 

4 年 6 月 

5 年 4 月 

高精度計測支援拠点を開設 

ものづくり企業の試作開発・生産工程変革支援拠点を開設 

スマートマルチマテリアル化支援拠点を開設 
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（別紙） 

 

栃木県産業技術センター 

〒３２１－３２２６ 栃木県宇都宮市ゆいの杜１丁目５番２０号 

 とちぎ産業創造プラザ内 

ＴＥＬ ０２８－６７０－３３９１（代表）   ＦＡＸ ０２８－６６７－９４３０（代表） 

 

○建物配置図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ◆ＪＲ宇都宮駅東口から約９ｋｍ（車で１５分）野高谷もしくは刈沼交差点左折 
 ◆ＪＲバス 清原台入口バス停下車 徒歩１２分 
 ◆東北自動車道 宇都宮ＩＣから約２０ｋｍ（車で約４５分） 
 ◆北関東自動車道 宇都宮上三川ＩＣから約１４ｋｍ（車で約２５分） 
 ◆北関東自動車道 宇都宮真岡ＩＣから約１６ｋｍ（車で約２０分） 

第２実験棟 

第１実験棟 

第３実験棟 
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(2) 繊維技術支援センター 

 〒３２６－０８１７ 栃木県足利市西宮町２８７０ 
 ＴＥＬ ０２８４－２１－２１３８   ＦＡＸ ０２８４－２１－１３９０ 

 

○建物平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○沿 革 

大正 13年４月 栃木県工業試験場として設立 

昭和 12年11月 佐野分場を開設 

 22年９月 栃木県足利繊維工業試験場と改称 

  佐野分場独立（佐野繊維工業試験場と 

  なる） 

 45年４月 栃木県繊維工業試験場（佐野繊維工業 

  試験場を統合）と改称し、庶務課、染 

  色化学部、機織部、メリヤス部、デザ 

  イン縫製部の１課４部制となる 

平成 ７年４月 メリヤス部をニット部に改称 

 12年４月 試作工房、開放研究室を開設 

 15年４月 栃木県産業技術センター繊維技術支援 

  センターに名称変更 

  

原材料室 

開放研究室 

職員事務室１ 

職員事務室２ 
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(3) 県南技術支援センター 

 〒３２７－０８４７ 栃木県佐野市天神町９５０ 
 ＴＥＬ ０２８３－２２－０７３３   ＦＡＸ ０２８３－２２－７６８９ 

 

○建物平面図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○沿 革 

昭和 12年11月 栃木県工業試験場佐野分場として創設 

 22年11月 栃木県佐野繊維工業試験場として独立 

 33年１月 栃木県石灰工業試験所を創設 

 45年４月 栃木県佐野繊維工業試験場と栃木県 

  石灰工業試験所を統合し、庶務課、 

  化学部、繊維部、機械金属部、石灰部 

  の１課４部制で栃木県県南工業指導所 

  として発足 

 56年４月 石灰部を資源部に名称変更 

平成 12年４月 試作工房及び開放研究室を整備 

 15年４月 栃木県産業技術センター県南技術支援 

  センターに名称変更 

  

試 
 

作  
工  

房 

開 

放 

研 

究 

室 

機械金属試験棟 

本 
 
 

館 

本 
 
 

館 
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(4) 紬織物技術支援センター 

 〒３２３－０１５５ 栃木県小山市福良２３５８ 
 ＴＥＬ ０２８５－４９－０００９   ＦＡＸ ０２８５－４９－０９０９ 

 

○建物平面図 

 

 
 
 
 

○沿 革 

昭和 28年２月 栃木県紬織物指導所として創設 

 47年３月 福良２３５８に新築移転 

平成 15年４月 栃木県産業技術センター紬織物技術支援センターに名称変更 

 31年２月 福良２３５８での建替えに伴い、延島１０１９－１(旧延島小学校)に令和２年３月末まで仮移転 

令和 ２年４月 福良２３５８に新築移転、結城紬一貫生産支援拠点を開設 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

相談室 

糸

倉
庫

糸紬室

機　織　室

男子WC

撚糸

試験室

会 議 室

技 術交 流 室

試験・検査室 湯沸室

渡

り
廊

下

湯

沸
室

女子

WC

男子

WC
更衣室 事務室 玄 関

事務室

更衣室

図案室

女子WC

展示コーナー

染色作業室染色室

 
紬織物技術 
支援センター 

機織室（地機） 

女子WC 

機織室（高機） 下拵え準備室 
会議室 

倉庫 

玄関 ロビー・展示室 

事務室 

更衣室 資料保管室 絣括り室 

図案・検査室 染色室 伝習生控室 技術相談・交流室 

給湯室 

男子WC 
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(5) 窯業技術支援センター 

 〒３２１－４２１７ 栃木県芳賀郡益子町益子６９５ 
 ＴＥＬ ０２８５－７２－５２２１   ＦＡＸ ０２８５－７２－７５９０ 

 

○建物平面図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○沿 革 

明治 36年４月 益子陶器伝習所（益子陶器同業組合） 

  を開所 

大正 ２年４月 同伝習所を益子町に移管（町立） 

昭和 13年４月 益子陶器試験所と改称（町立） 

 14年４月 栃木県に移管、栃木県窯業指導所と改称 

 44年３月 試験室、調整室、意匠室、 

  技術者養成室、登り窯を新築 

 47年３月 事務所（本館）を新築 

 48年３月 倉庫、車庫を新築 

 54年３月 製作室を新築 

平成 ４年１月 窯場を新築 

 ５年１月 窯場を増築 

 ９年５月 養成室にミーティング室を設置 

 15年４月 栃木県産業技術センター窯業技術支援 

  センターに名称変更 

 30年４月 とちぎの器交流館を新築 

   

◆JR小山駅からJR水戸線下館駅経由で真岡鐵道に乗り換え、 
益子駅下車徒歩２０分（車で５分） 

◆JR宇都宮駅及び東武宇都宮駅から関東バス益子行き 
  陶芸メッセ入口下車 徒歩３分 



 

 

 

＜施設所在地＞ 
 

栃木県産業技術センター 

 〒321-3226 栃木県宇都宮市ゆいの杜１丁目５番２０号 

 とちぎ産業創造プラザ内 

 TEL 028-670-3391   FAX 028-667-9430 

 E-mail sangise-sougou@pref.tochigi.lg.jp 

 

栃木県産業技術センター繊維技術支援センター 

 〒326-0817 栃木県足利市西宮町２８７０ 

 TEL 0284-21-2138   FAX 0284-21-1390 

 E-mail seni-gc＠pref.tochigi.lg.jp 

 

栃木県産業技術センター県南技術支援センター 

 〒327-0847 栃木県佐野市天神町９５０ 

 TEL 0283-22-0733   FAX 0283-22-7689 

 E-mail kennan-gc＠pref.tochigi.lg.jp 

 

栃木県産業技術センター紬織物技術支援センター 

 〒323-0155 栃木県小山市福良２３５８ 

 TEL 0285-49-0009   FAX 0285-49-0909 

 E-mail tsumugi-gc＠pref.tochigi.lg.jp 

 

栃木県産業技術センター窯業技術支援センター 

 〒321-4217 栃木県芳賀郡益子町益子６９５ 

 TEL 0285-72-5221   FAX 0285-72-7590 

 E-mail yougyou-gc＠pref.tochigi.lg.jp 

 

※ Web サイトアドレス（ＵＲＬ） https://iri.pref.tochigi.lg.jp/ 
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